
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
コミュニケーション検定 ③ 9 8

全経簿記3級 ③ 9 5
WORD検定3級 ③ 9 4
EXCEL検定3級 ③ 9 4

社会人常識マナー検定 ③ 9 7
人
人
人
％

％

（令和 4

1 名 5 ％

受審年月：

■中退防止・中退者支援のための取組
実践行動学による動機付け、就学状況に応じたカウンセリング、保護者との情報共有に基づく連携、外部産業カウンセラーの活用

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入

【NSGカレッジリーグ無利子奨学制度】就学困難な学生を対象に、在学期間の学費負担を軽減する無利子奨学制度。
【NSGカレッジリーグ母子・父子家庭奨学金制度】母子・父子家庭を対象に入学時に発生する一時的な費用負担を軽減する無利子制度。

■専門実践教育訓練給付： 非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

0

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体： 0 0
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ 0

令和4年4月1日時点において、在学者20名（令和4年4月1日入学者を含む）
令和5年3月31日時点において、在学者18名（令和5年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

心身不安定による疲弊

就職等の
状況※２

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 9
■就職希望者数 9

■主な就職先、業界等（令和4年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和5年5月1日時点の情報）

■就職者数 9
100■就職率　　  　　　 　　　　：

■卒業者に占める就職者の割合
： 100

0

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
1本人への電話・ＳＮＳ等での連絡
2保護者との連携
3三者面談
4家庭訪問

■サークル活動： 0

■その他
・進学者数：

就職部による全体指導
クラス担任による個別指導
履歴書作成、面接指導

国家公務員・都道府県・市町村職員等 （令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

0 0
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
1743 909 659 175

認定年月日 平成31年3月15日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

文化・教養 文化教養専門課程 公務員・法律行政科
平成19年文部科学省

認定
―

学科の目的
公務員は公共の利と福祉の増進という、社会的使命感をもって働けるやりがいと好・不況に左右されない安心感が魅力になっています。
公務員法律行政科では公務員試験の合格を目標とし、一般知識・一般知能・適性試験を学習するとともに、ビジネス実務、コンピューターなどの
実務科目も学び基本的な事務処理能力を身につけることを目的とします。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

上越公務員・
情報ビジネス専門学校

昭和63年4月1日 木村　栄一
943-0824
新潟県上越市北城町３－４－１
025-522-4511

学校法人
国際総合学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

昭和32年10月10日 池田　祥護
951-8063
新潟県新潟市中央区古町通二番町541番地
025-210-8565

（別紙様式４）

令和5年7月31日 ※1
（前回公表年月日：令和4年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

2人1人1人0人22人20人

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

･ボランティア活動（イベント、募金活動、献血　他）
・地域行事への参加（祭事　他）
・サークル活動

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当するか
記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

　
■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

学期制度
■前期：4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
評価の基準：

長期休み
■夏季休業：7月20日～8月25日
■冬季休業：12月15日～1月10日
■春季休業：2月10日～4月10日

卒業・進級
条件

卒業要件：

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動



（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映し
た内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、
それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学
状況等について記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な
学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
http://www.jjc-net.ac.jp/



種別

①

③

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

横山 裕孝

大久保　友 上越公務員・情報ビジネス専門学校
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（9月、3月）

（開催日時（実績））
第１回　令和4年9月28日(水）
第２回　令和5年3月23日（木）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
・学外有識者、企業、業界などの意見をもとに専門分野の動向、要望を教育課程に取り入れ、実践的かつ専門的な知識・技
能を持った人材を育成していく。
・公務員試験の受験指導だけではなく、実習や地域貢献活動にも力を入れ、実践的思考を養う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

①位置付けについて⇒組織図等で示している通り、教務部と直接連携を取れる位置付けとしており、企業等からの要請を
十分に活かせる環境を構築している。
②意思決定の課程について
・学科の目的に基づき予め学内において現状の課題等を明確にした上で、教育課程編成委員会に提言を求める。
・委員会では企業等からの意見を参考に次年度以降の教育課程編成に関する改善策を策定する。（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

平垣　多以子 実務教育出版株式会社　部長
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

令和5年7月31日現在

深井　美年 上越公務員・情報ビジネス専門学校 副校長
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

名　前 所　　　属 任期

上越商工会議所青年部　相談役
令和4年4月1日～令和4年3月
31日（2年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

最近の学生の傾向について、指示待ちの学生が増えているが、企業や官公庁が求める人材像は、活発で自ら行動できる
即戦力を新卒にも求めており、学生の実態と就職先との乖離が起きている。
どのような活動、授業をすれば有意義に学校生活につながるか。



科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

公務員としての責務を理解し、国家・地域を支える人材の育成が責務になる。その為単なる公務員試験の受験指導だけで
はなく
公務員（社会人）として地域に愛される人材になるため、実務教育出版、平垣部長より講義を実施する。

講義を聞いた上で学生にはレポート課題を与える。レポートは平垣部長に直接拝見いただき成績評価の参考とする。

公務員として働く上で必要な意義や意識について考え、業
務で地域住民と接する際のコミュニケーション力を身に付
ける。

株式会社　実務教育出版

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
・企業等との連携による実習・演習を通じて学生により実践的な知識、思考、技術の習得と、社会人としての意識改革を実
現する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

コミュニケーション実習
Ⅰ.Ⅱ

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

学生が高い意欲を持って学校生活に取り組めるように動機づけを行い、サポートするマネジメントなどを学ぶ

「学生のモチベーションマネジメント」 連携企業等： 株式会社 学び　

令和4年10月26日（水）

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

公務員試験情報共有

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

　・教員に必要な実務上の知識、技術や指導力の向上を目的として、組織的な研修を行っていく。

全教員対象：

初級本科研修会 連携企業等： 実務教育出版

令和5年3月23日（木） 対象： 教員



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

学生指導の観点から考えるアンガーマネジメントについて

初級本科研修会 連携企業等： 実務教育出版

2024年2月1日 対象： 大久保

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

公務員試験対策

アンガーマネジメント研修 連携企業等： こじま事務所

令和5年8月25日（金） 対象： 全教員



種別
企業等委
員

卒業生

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（　ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　）
URL： http://jjc-net.ac.jp/
公表時期： 2023年7月31日

１．建学の精神・教育理念・教育目標
（２）学校運営 ２．教育の内容

横山　裕孝 上越商工会議所青年部　相談役
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

永井　美帆 たにし整形外科クリニック
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

（６）教育環境 ６．社会的活動
（７）学生の受入れ募集 ５．学生支援
（８）財務 ８．財務

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

・学校の自己評価に加え、企業等が委員として参加する学校関係者評価を実施・公開することで学校運営を改善していく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）学校関係者評価結果の活用状況

学校・評価委員会による点検後の自己点検評価に基づき、不備な点の改善、方向性の決定、優良な点の継続、及び次年
度以降の｢解決、課題を具体化し、学校の質の向上に努める。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 ７．管理運営　　　９．改革・改善
（１０）社会貢献・地域貢献 ６．社会的活動
（１１）国際交流 ―

（３）教育活動 ３．教育の実施体制
（４）学修成果 ４．教育目標の達成と教育効果
（５）学生支援 ５．学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標



（　ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　）
URL： http://www.jjc-net.ac.jp/
公表時期： 2023年7月31日

（１１）その他 ―
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ３．法人の財務情報
（９）学校評価 １．自己評価・点検　　　２．学校関係者評価報告書
（１０）国際連携の状況 ―

（５）様々な教育活動・教育環境 ６．学生の手引きP.29　 「カレッジリーグ・フィールドワークプログラムについて」
（６）学生の生活支援 ８．募集要項P.8　　「短大スクーリング／一人暮らし／遠隔地通学　支援制度」
（７）学生納付金・修学支援 ４．経済的に修学困難な生徒に対する授業料免除に係る規定

（２）各学科等の教育 ６．学生の手引きP.3　　 「各学科学習指導方針」
（３）教職員 ５．教職員人数
（４）キャリア教育・実践的職業教育 ６．学生の手引きP.14　　「インターンシップについて」

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

・学校の自己評価に加え、企業等が委員として参加する学校関係者評価を実施・公開することで学校運営を改善していく。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 ６．学生の手引きP.2 　　「上越公務員・情報ビジネス専門学校の目的」

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係
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1 ○ ＯＡ実習Ⅰ
「Word」での文章、図の作成を実施し、検
定合格を目指す。

1
後

60 0 ○ ○ ○

3 ○
ビ ジ ネ スコ
ミ ュ ニ ケー
ションⅠ

社会人としてコミュニケーションを円滑に
行うための知識、実戦力を身につける。

1
後

25 0 ○ △ ○ ○

4 ○ 就職実務Ⅰ
働く上で必要な社会常識、マナー、コミュ
ニケーションを学び、知識の習得を目指
す。

1
後

25 0 △ ○ ○ ○

5 ○ 商業簿記Ⅰ
実務において経理業務を処理する能力を定
着、向上させ、検定合格を目指す。

1
後

72 0 △ ○ ○ ○

6 ○ 判断推理Ⅰ
判断推理の問題に取り組むことで、解放能
力の定着を図る。

1
前

72 0 ○ △ ○ ○

7 ○ 数的推理Ⅰ
数学的な問題に取り組むことで、解放能力
の定着を図る。

1
前

72 0 ○ △ ○ ○

8 ○ 社会科学Ⅰ
「政治・経済」科目の知識を確認、習得
し、実戦力を身につける。

1
前

72 0 ○ △ ○ ○

9 ○ 人文科学Ⅰ
「日本史・世界史」科目の知識を確認、習
得し、実戦力を身につける。

1
前

115 0 ○ △ ○ ○

10 ○ 自然科学Ⅰ
「生物・地学」科目の知識を確認、習得
し、実戦力を身につける。

1
前

30 0 ○ △ ○ ○

11 ○
事務能力演習
Ⅰ

事務職に必要な能力を開発、習得して実務
に必要な能力を習得する。

1
後

30 0 ○ ○ ○

12 ○ 資料分析Ⅰ
図や表から情報を読み解き、比較して正し
いものを選択、正解に導くする力を身につ
ける。

1
前

30 0 △ ○ ○ ○

13 ○
一般知識総合
演習Ⅰ

公務員試験の模擬試験問題演習において、
知識分野の実践力を養う。

1
後

120 0 ○ ○ ○

14 ○
一般知能総合
演習Ⅰ

公務員試験の模擬試験問題演習において、
知能分野の実践力を養う。

1
後

120 0 ○ ○ ○

15 ○
コミュニケー
ション実習Ⅰ

公務員として働く際に必要な対人マナーや
コミュニケーションを学び、実務で役立て
られるよう考察する。

1
前

15 0 ○ ○ ○ ○

16 ○ 社会実習Ⅰ

社会一般で求められるコミュニケーション
能力、自己表現力をボランティアを通して
就業体験と社会のなかで必要となる社会常
識を身に付ける。

1
後

15 0 ○ △ ○ ○

17 ○
公務員リテラ
シーⅠ

社会のなかでの公務員という職種について
理解を深め、公共性とは何か考えていく。

1
後

15 0 ○ △ ○ ○

18 ○ 就職実務Ⅱ
働く上で必要になる社会常識、マナー、コ
ミュニケーションを学び、実践的な知識を
習得する。

2
前

30 0 △ ○ ○ ○

19 ○ 判断推理Ⅱ
1年前期で学習した「判断推理Ⅰ」を、基礎
から応用までさらに考察、実戦力を習得す
る。

2
前

96 0 ○ △ ○ ○

20 ○ 数的推理Ⅱ
1年前期で学習した「数的推理Ⅰ」を、基礎
から応用までさらに考察、実戦力を習得す
る。

2
前

96 0 ○ △ ○ ○

21 ○ 資料分析Ⅱ
1年前期で学習した「資料分析Ⅰ」を、さら
に考察し、幅広い解法能力を習得する。

2
前

40 0 △ ○ ○ ○

22 ○ 社会科学Ⅱ
1年前期で学習した「社会科学Ⅰ」から更に
頻出事項を考察、多岐にわたる範囲を学習
する。

2
前

96 0 ○ △ ○ ○

23 ○ 人文科学Ⅱ
1年前期で学習した「人文科学Ⅰ」から更に
頻出事項を考察、多岐にわたる範囲を学習
する。

2
前

130 0 ○ △ ○ ○

24 ○ 自然科学Ⅱ
1年前期で学習した「自然科学Ⅰ」から更に
頻出事項を考察、多岐にわたる範囲を学習
する。

2
前

40 0 ○ △ ○ ○

25 ○
一般知識総合
演習Ⅱ

1年後期での「一般知識総合演習Ⅰ」から更
に滝にわたる演習を行い、実戦力を習得す
る。

2
後

96 0 ○ ○ ○

26 ○
一般知能総合
演習Ⅱ

1年後期での「一般知能総合演習Ⅰ」から更
に滝にわたる演習を行い、実戦力を習得す
る。

2
後

96 0 ○ ○ ○

27 ○
事務能力演習
Ⅱ

事務職に必要な能力をさらに高め、実務で
活躍できる知識、技能の習得を目指す。

2
後

30 0 ○ ○ ○

28 ○
コミュニケー
ション実習Ⅱ

公務員として働く際に必要な対人マナーや
コミュニケーションを学び、実務で役立て
られるよう考察する。また実践する力をつ
ける。

2
後

20 0 ○ △ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（文化教養専門課程公務員・法律行政科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年

次
・
学
期

授
　
業

　
時
　
数

単
 
位

 
数

授業方法 場所 教員
企
業
等

と
の
連
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29 ○
プレゼンテー
ションⅠ

企画、作成したものを解説、発表、提案す
る能力を習得する。それに対しての実践力
を養成する。

2
後

20 0 ○ ○ ○

30 ○ 卒業研究
学校生活で得た知識や技術、教養を活かし
地域貢献について考察し、企画と発表を行
う。

2
後

30 0 △ ○ ○ ○

31 ○ 社会実習Ⅱ
インターンシップを通して就業体験と社会
のなかで必要となる社会常識を身に付ける

2
後

15 0 ○ ○ ○

32 ○
公務員リテラ
シーⅡ

最新の時事問題や社会事情を踏まえた自治
体ごとの対策や政策を見て、直近の情勢を
研究する。

2
後

15 0 ○ ○ ○

32 ○ ＯＡ実習Ⅱ
1年次に「Word」「Excel」などで培ったPC
スキルを高め、より高度な手法を学ぶ。

2
後

35 0 ○ ○ ○

33 ○ 職業研究
公務員という企業就業とは違う業界で求め
られる能力や考え方を研究する。

2
後

35 0 ○ ○ ○

32

期
週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分
１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2
26

卒業要件： 出席率80％以上、成績評価Ｃ評価以上、
履修方法： 上記授業の出席状況、評価試験および該当検定結果による。

合計 科目 1743 単位（単位時間）


